
常務理事会 

（第46事業年度・第６回 

平成23年９月15日常務理事会） 

 主な議事内容は次のとおりです。 

Ⅰ 審議事項 
１．会長通牒「循環取引等不適切な

会計処理への監査上の対応等に

ついて」に関する件 

平成23年５月17日開催の常務理事会

において承認された副会長通達「循環

取引等不適切な会計処理への監査上の

対応等について」について、関係機関

との調整を行った結果、改めて会長通

牒「循環取引等不適切な会計処理への

監査上の対応等について」として取り

まとめた旨提案があり、審議の結果、

提案どおり承認された。 

２．監査基準委員会からの答申に関

する件 
(1) IAASBのコンサルテーション・
ペーパー「監査報告の価値の強

化：変更への選択肢の模索」に

対するコメントについて 
(2) 監査基準委員会報告書「監査業
務の契約条件の合意」（中間報

告）について ほか３件 

平成23年５月に国際会計士連盟から

公表された『IAASBのコンサルテーシ

ョン・ペーパー「監査報告の価値の強

化：変更への選択肢の模索」』に対す

る協会意見を取りまとめた旨、また、

国際会計士連盟の国際監査・保証基準

審議会が行うクラリティ・プロジェク

トを受け、監査基準委員会報告書「監

査業務の契約条件の合意」（中間報告）

として取りまとめた旨それぞれ提案が

あり、審議の結果、提案どおり承認さ

れた。 

３．監査・保証実務委員会からの答

申『監査・保証実務委員会実務

指針「受託業務に係る内部統制

の保証報告書」（中間報告）』

に関する件 

平成21年12月に国際会計士連盟から

公表された『国際保証業務基準3402

「受託業務に係る内部統制の保証報告

書」』を受け、監査・保証実務委員会

実務指針「受託業務に係る内部統制の

保証報告書」（中間報告）として取り

まとめた旨提案があり、審議の結果、

提案どおり承認された。 

Ⅱ 報告事項 
１．国際会計人養成奨学金受給者の

決定に関する件 

平成18年１月に川島正夫会員からの

寄付金により創設した国際会計人養成

基金資産について、奨学金受給者が決

定した旨報告があった。 

このほか、主な審議事項は次のとお

りです。 

○会計制度委員会からの意見具申に関

する件 

(1) 「連結財務諸表の用語、様式及び

作成方法に関する規則等の一部を改

正する内閣府令（案）」に対する意

見について 

(2) 「会社法施行規則及び会社計算規

則等の一部を改正する省令案」に対

する意見について 

○第46事業年度各種委員会への諮問に

関する件 

○協会出版局発行出版物「監査実務ハ

ンドブック 平成24年版」の刊行に

関する件 

 

 

理事会 

（第46事業年度・第６回 

平成23年９月15日理事会） 

 主な議事内容は次のとおりです。 

Ⅰ 会長報告 

山崎会長から配付資料に基づき、地

域会会員との意見交換、東日本大震災

の被災者支援及び被災地の復旧・復興

に向けての活動、公認会計士・公認会

計士制度のあるべき姿の提言に向けて、

地方自治法を巡る状況、会社法監査

「会計監査人の登記」について、IFRS

を巡る状況、組織内会計士の育成と活

用、税理士法改正を巡る動き等、最近

の事業及び会務の運営状況について、

会則第95条に基づく報告があり、協議

を行った。 

Ⅱ 報告事項 
１．ディスカッション・ペーパー

「協会組織・ガバナンスの現

状」に関する件 

協会組織・ガバナンス検討プロジェ

クトチームにおいて、現状の協会組

織・ガバナンス体制を認識・評価し、

必要な見直しに向けた具体策を検討し

ていくため、現状で取りまとめられた

認識・評価をディスカッション・ペー

パーとして公開し、会員の意見を募る

こととした旨報告があった。 

２．会社法で義務付けられた監査を

受けていない事例に対する関係

団体への対応に関する件 

法定監査対象会社でありながら監査

を受けていない事例に対して、関係団

体との意見交換を行い、要望書を提出

した旨報告があった。 

このほか、主な報告事項は次のとお

りです。 

○IFAC IAASB－NSS会議（４月トロン

ト会議）報告に関する件 

○国際統合報告委員会（IIRC）ワーキ

ング・グループ報告に関する件 

○第２回日印ダイアログ等の報告に関



する件 

○「平成22年度地域会別CPE履修結果

について」に関する件 

○第46事業年度常置委員会等委員の委

嘱に関する件 

○「公認会計士の日」（７月６日）に

おける地域会広報の活動報告に関す

る件 

以 上 

（総務本部長 柏原 治） 


